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財務諸表、利益処分の承認について 
 

 

１ 財務諸表の承認について 

 

（１） 地方独立行政法人法の規定 

（財務諸表等）  

第３４条  地方独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の

処分又は損失の処理に関する書類その他設立団体の規則で定める書類及びこれら

の附属明細書（以下「財務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後３月

以内に設立団体の長に提出し、その承認を受けなければならない。  

２  （省略）  

３  設立団体の長は、第１項の規定により財務諸表を承認しようとするときは、

あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。  

４  （省略）  

 

 （２）承認基準 

 合規性の遵守、表示内容の適正性の観点から確認を行い承認するものとする。 

（提出期限の遵守、必要書類の確認、監事監査報告書の確認、記載事項の確認、

計数の整合性、書類相互間の整合性） 

 

（参考）公立大学法人会計制度の概要 

 

① 企業会計原則の採用 ～効率的・効果的な業務の実施～ 

 ・ 地方独立行政法人(以下｢法人｣という｡)の会計は、原則として企業会計原則による

(地方独立行政法人法第 33条)。 

・ 複式簿記を導入し、企業会計並みの財務諸表を作成することで、資産･負債の状態

や業務実施のための費用負担、収益獲得状況を把握可能とした。 

 

＜法人会計と官庁会計の主な相違点＞ 

区 分 法人会計 官庁会計 

主 目 的 

財政状態･運営状況の開示 

 目的達成とそれに要したコス

トとのバランス（事後評価を

重視） 

予算とその執行状況の開示  

資源の投入管理（事前の管理を

重視 

記帳形式 複式簿記 単式簿記 

認識基準 

発生主義  

現金の授受にかかわらず財産

価値の減少･増加･移動の事実

の発生の時を基準として計算

整理 

現金主義 

 現金の授受の時を基準として計

算整理 

財務諸表 毎事業年度に作成し公表 ― 

                                                                      

 

資料 ２ 
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② 財務諸表 

  法人は、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度終了後 3ヵ月以内（＝6月末

まで）に設立団体の長に提出し、承認を受けなければならない(地方独立行政法人法第

34条 1項)。 

 

＜財務諸表の種類＞ 

名 称 内 容 

貸借対照表 資産、負債及び資本を記載し、法人の財政状況を表示 

損益計算書 法人の業務に伴い発生した費用や獲得した収益を表示 

キヤツシュ･フロー

計算書 

法人の活動を業務活動、投資活動、財務活動に区分し、それぞ

れの現金の収支を表示 

利益の処分又は損

失の処理に関する

書類 

当期未処分利益の処分又は当期未処理損失の処理の内容を表

示 

行政サービス実施

コスト計算書 

法人の業務運営において、損益計算書に反映されていない減価

償却費や退職給付引当金等を算出の上、実質的に住民等の負担

となる実施コストを表示 

附属明細書 貸借対照表及び損益計算書等の内容を補足  

 

 

③ 法人固有の会計基準 ～法人の特性に応じた処理～ 

   ・法人会計は、｢地方独立行政法人会計基準及び同注解(総務省告示)｣によることとさ

れている(地方独立行政法人法施行規則第 1条第 3項)。 

 ・当基準には、企業会計原則に基づく会計処理のほか、法人においては、公共的な性

格を有し独立採算制を前提としていないこと、損益計算における利益の獲得を制度

上予定してないことにより、固有の会計処理が定められている。 

 

 ＜主な法人固有の会計処理＞ 

区 分 法人会計 企業会計原則 

運営費交付

金･授業料の

会計処理 

 

・運営費交付金は、設立団体から業務運営の

ために負託されたものであり、いずれ業務

を実行しなければならない債務と考えら

れる。また、授業料も学生から負託された

債務と考えられため、受領した時点では収

益としては計上せず、流動負債の「運営費

交付金債務」、「授業料債務」として整理す

る。 

 

・「運営費交付金債務」、「授業料債務」は、

原則として業務の進行が期間の進行に対

応するものとして収益に計上する。（→期

間進行基準。） 

ただし、一定の業務等と運営費交付金の対

応関係が明らかなプロジェクト（→成果進

行基準）や退職一時金（→費用進行基準）

は除く。    

                  ＜会計基準第７９＞  

― 



 3 

区 分 法人会計 企業会計原則 

固定資産の取

得に係る会計

処理 

運営費交付金、授業料等を財源として固定資

産を取得する場合 

・非償却資産の取得 

→「運営費交付金債務」等から「資本剰余

金」に振り替え、資本化する。 

 

・償却資産の取得 

→「運営費交付金債務」等から負債科目で

ある「資産見返負債（資産見返運営費交

付金等）」に財源をいったん振り替えて

おき、毎年度、減価償却相当額を「資産

見返運営費交付金等戻入」として収益化

し、費用と収益を対応させる。 

 

＜会計基準第７９＞ 

 

 

 

 

 

 

 

毎年一定額を業務実

施のための費用(滅

価償却費)として、そ

の年々の収益で賄わ

れる。 

 

特定の償却資

産の減価に係

る会計処理 

 

 

・減価に対応すべき収益の獲得が予定されな

い建物等の特定の償却資産については、「特

定資産」として指定し、減価償却相当額を

損益計算上の費用には計上せず、「損益外減

価償却累計額」として「資本剰余金」を直

接に減額する。 

＜会計基準第８５＞ 

毎年一定額を業務実

施のための費用(滅

価償却費)として、そ

の年々の収益で賄わ

れる。 

 

 

退職給付等に

係る会計処理 

 

・財源が運営費交付金により措置される場

合、引当金の計上はしない。 

 

＜会計基準第８７＞ 

貸借対照表に引当金

を計上する。 

図書、美術品･

収蔵品に係る

資産計上 

・取得金額にかかわらず、固定資産として財

産管理する。 

・図書、美術品・収蔵品等は減価償却しない。 

・図書は比較的小額かつ大量であることか

ら、図書を除却する際に費用化する。 

 

＜会計基準第３８＞ 

取得金額により資

産･非資産に区分す

る。 

 

  

 

２ 利益処分の承認について 

 

（１） 地方独立行政法人法の規定 

（利益及び損失の処理等） 

第４０条 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたとき

は、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額

は、積立金として整理しなければならない。ただし、第３項の規定により同項の使

途に充てる場合は、この限りでない。 

（→いわゆる「積立金」） 
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２ 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において損失を生じたときは、前項

の規定による積立金を減額して整理し、なお不足があるときは、その不足額は、繰越

欠損金として整理しなければならない。 

３ 地方独立行政法人は、毎事業年度、第１項に規定する残余があるときは、設立

団体の長の承認を受けて、その残余の額の全部又は一部を翌事業年度に係る認可中

期計画の第２６条第２項第６号の剰余金の使途に充てることができる。 

（→いわゆる「目的積立金」） 

４ 地方独立行政法人は、中期目標の期間の最後の事業年度に係る第１項又は第２項

の規定による整理を行った後、第１項の規定による積立金があるときは、その額に相

当する金額のうち設立団体の長の承認を受けた金額を、当該中期目標の期間の次の中

期目標の期間に係る認可中期計画の定めるところにより、当該次の中期目標の期間に

おける業務の財源に充てることができる。 

５ 設立団体の長は、前二項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴かなければならない。 

６ 地方独立行政法人は、第４項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規

定による承認を受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を設立団

体に納付しなければならない。 

７ 前三項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要

な事項は、設立団体の規則で定める 

 

（２）承認基準 

    地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注釈（総務省告示）の

規定（第 72 法第 40条第 3項による承認の額 ＜参考＞経営努力認定の考え方に

ついて）に基づき承認するものとする。 

１ 利益の処分に関する書類における「法第 40 条第 3 項により設立団体の長の

承認を受けた額」（承認前にあっては「法第 40 条第 3 項により設立団体の長

の承認を受けようとする額」）は、地方独立行政法人の当該事業年度における

経営努力により生じたとされる額である。 

２ 上記 1の額の処分先としては、地方独立行政法人自体の動機付け確保の観点

から、設立団体の長の承認を得て中期計画で定められることとなるが、地方独

立行政法人の公共性等の性質により、その処分内容についてはいかなるもので

あっても認められるというものではなく、合理的な使途でなければならない。 

３ 「法第 40条第 3項により設立団体の長の承認を受けた額」が、地方独立行政

法人の経営努力により生じたものであることについては、地方独立行政法人が

自らその根拠を示すものとする。 

４ 具体的には、以下の考え方によるものとする。  

（１）運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の

収益（→いわゆる「自己収入」）から生じた利益については、経営努力によ

り生じたものとする。 
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（２）中期計画（年度計画）の記載内容に照らして、本来行うべき業務を効率的

に行ったために費用が減少した場合には、その結果発生したものについては、

原則として経営努力によるものとする。（本来行うべき業務を行わなかった

ために費用が減少したことと認められる場合には、経営努力によらないもの

とする。） 

 （３）その他地方独立行政法人において経営努力によることを立証した場合は、

経営努力により生じたものとする 

 

＜利益が発生した場合＞ 

 

 
 ※地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解 

第９１中期目標の期間の最後の事業年度の利益処分 

地方独立行政法人の中期目標の期間の最後の事業年度においては、当期未処分利益は、 

積立金として整理しなければならない。目的積立金及び前中期目標期間繰越積立金が 

残っている場合は、積立金に振り替えなければならない。 

・評価委員会の意見を聴いて知事が承認した額は、次

期中期目標期間の財源に充当可能 

・それ以外の残額は県に納付 

積立金 目的積立金の残額
を積立金に振替※ 

当期未処分利益 

目的積立金 

次年度以降、中期計画で定
めた使途に充当可能 

積立金 

損失補填以外は充当不可 

経営努力により生じた利益かどうか 

※ 評価委員会の意見を聴き知事が承認 

 

各 

事 

業 

年 

度 

前年度の繰越損失を補填 

当期総利益 

経営努力認定 経営努力外 

中 

期 

目 

標 

期 

間 

終 

了 

後 


